(別添様式１- １)
平24年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：公衆衛生費　目：調査指導費
	事業名: 生活衛生関係営業調査指導費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

健康福祉部　生活衛生課　衛生指導担当　電話番号：058-272-1111（内2567）

E-mail：c11222@pref.gifu.lg.jp
	事業費

	


　要求額：1,487千円（前年度予算額：1,129千円）

	事業内容


	１　事業の内容


生活衛生関係営業者等の衛生水準等の維持向上により、県民が安全で衛生的な生活を過ごすことができるようにする。
１　生活衛生関係営業調査指導費（任意）
生活衛生関係営業関係施設等の調査及び監視指導
・対象：旅館等６業種（10,452施設→8,679施設）
２　ドライクリーニング所指導事業費（任意）
テトラクロロエチレン等を使用するドライクリーニング所等の立入調査及び適正管理の指導：対象施設（40施設→40施設）
３　化製場等施設指導費（任意）
化製場及び死亡獣畜取扱場等に対する監視指導
・対象施設（89施設→91施設）
４　特定建築物関係調査指導費（任意）
特定建築物の衛生的環境確保のための立入指導
・対象施設（295施設→298施設）
登録業者（220業者→216業者）
５　遊泳用プール安全管理強化事業費（任意）
立入指導等の実施：対象施設（113施設→110施設）
６　公衆浴場経営等調査費（任意）
公衆浴場入浴料金統制額改定のための経営実態調査
・対象施設（40施設→38施設）
７　ぎふ清流国体等宿泊衛生講習会開催費（500施設）
	２　所要経費


1,487千円 
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


県民の日常生活に関わりが深い生活衛生関係営業施設の衛生水準の維持向上及び経営の健全化を図るため、県は、営業六法（理容師法、美容師法、クリーニング業法、興行場法、公衆浴場法、旅館業法）による許可等及び環境衛生監視員による監視指導等を実施するとともに、（財）岐阜県生活衛生営業指導センターを通じ営業者に対し経営指導等を行っている。
また、特定建築物、遊泳用プール、化製場及び死亡獣畜取扱場等、環境整備が必要な施設に対し、立入指導等を行っている。
	３　これまでの取組に対する評価


生活衛生関係営業施設等への監視指導を実施しているが、全ての施設の監視指導は人的要因等から難しい状況にあるため、新規施設及び感染リスクの高い施設に対し重点的かつ効率的な監視指導を実施により、県民が安全で衛生的な生活を過ごせるよう取り組んでいる。
　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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